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１ 公社等外郭団体の概況 

（１）公社等外郭団体とは 

福岡県において、その設立や運営を指導することとしている団体（「公社等外

郭団体」と呼びます。）は、次のような団体をいいます。 

 

①  県の出資金、出捐金の割合が基本財産等の５０％以上の団体 

②  県の出資金、出捐金の割合が基本財産等の２５％以上であり県の出資割合

が最も大きく、かつ県が補助金や委託費などの財政支出等を行う団体（国、

特殊法人等（以下「国等」という。）の関与が強く、国等の指導に委ねること

が適当と認められる団体を除く。） 

  ③ 上記のほか、県の行政と密接な関係を有しており、適切な指導が必要な団体 

 

公社等外郭団体の数は、下記のようになっています。 

 

公益財団法人     １９団体    公益財団法人     １９団体 

特別法人        ３団体    特別法人        ３団体 

社会福祉法人      １団体    社会福祉法人      １団体 

株式会社        ２団体    株式会社        ２団体  

合計         ２５団体    合計         ２５団体 

 

       （平成３１年４月時点）         （令和２年１月時点） 

 

 平成３０年度経営評価の対象団体は、平成３１年４月時点の２５団体です。 

公社等外郭団体の概況 
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（２）公社等外郭団体一覧（２５団体） ※平成３１年４月１日時点 

 

○公益財団法人（１９団体） 

公益財団法人福岡県国際交流センター 

公益財団法人アクロス福岡 

公益財団法人福岡県女性財団 

公益財団法人福岡県動物愛護センター 

公益財団法人福岡県生活衛生営業指導センター 

公益財団法人福岡県人権啓発情報センター 

公益財団法人福岡県リサイクル総合研究事業化センター 

公益財団法人福岡県中小企業振興センター 

公益財団法人福岡県産業・科学技術振興財団 

公益財団法人飯塚研究開発機構 

公益財団法人水素エネルギー製品研究試験センター 

公益財団法人福岡県農業振興推進機構 

公益財団法人福岡県水源の森基金 

公益財団法人福岡県豊前海漁業振興基金 

公益財団法人福岡県建設技術情報センター 

公益財団法人福岡県下水道管理センター 

公益財団法人福岡県暴力追放運動推進センター 

公益財団法人福岡県スポーツ振興センター 

公益財団法人福岡県教育文化奨学財団 

 

○特別法人（３団体） 

福岡北九州高速道路公社 

福岡県道路公社 

福岡県住宅供給公社 

 

○社会福祉法人（１団体） 

社会福祉法人福岡県厚生事業団 

 

○株式会社（２団体） 

平成筑豊鉄道株式会社 

大牟田リサイクル発電株式会社 
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（３）公社等外郭団体の現状 

ア 公社等外郭団体数等の推移 
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※ 団体数及び常勤役職員数は、各年度 4月 1日（H23 のみ 5月 1日）時点のもの。 

  平成 30 年度より、役員改選を理由とする一時的な減は反映していない。 

 

(a) 団体数 

団体数は、平成３１年４月１日現在で２５団体となっており、改革実施前の

平成１３年度と比較すると２１団体の減少となっています。 

これは、 (財)福岡県水源の森基金など林業振興、緑化推進等関係４団体の

統合、(財)福岡県奨学会など教育文化、人づくり関係３団体の統合、並びに(財)

福岡県スポーツ振興公社などスポーツ振興関係３団体の統合や、(財)福岡県労

働福祉公社、福岡筑豊都市鉄道開発(株)、(財)グリーンピア八女、福岡県土地

開発公社、(公財)福岡県地域福祉財団の解散などによるものです。 

 

(b) 常勤役職員数 

常勤役職員数は、平成３１年４月１日現在で、４３８人（前年度と同数）と

なっています。 

改革実施前の平成１３年４月１日と比較すると、４３８人の減少（対１３年

度比５０％減）となっています。 
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イ 人件費の状況 

（単位：百万円）

（注）表示単位未満四捨五入の関係で、数式による算出値と表示が一致しない場合がある。

増減(対H13)

①事業活動収入
（売上高）

90,242

H26 H27 H28 H29年度 H13

91,424 91,980 92,963 92,878 2,636

②人件費 7,923

89,803 ▲ 85

4,856 ▲ 3,067

②÷①
人件費率

8.8%

4,765 4,677 4,678 4,765 91

5.1% 5.1% 5.1% 5.2% ▲3.6%5.3% 0.1%

H30 増減（対H29）

 

経営評価対象団体の事業活動収入及び人件費の推移
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※ 事業活動収入：総収入から、積立・引当預金の取崩、固定資産や有価証券の売却、借入金収入を除いたも

の。新会計基準移行公益法人は経常収益。株式会社等は売上高。 

 

【人件費の状況】 

平成３０年度の人件費の総額は約４８．６億円となっており、前年度と比較する

と約９１百万円の増となっています。この主な理由は、福岡北九州高速道路公社に

おいて、整備事業等の実施のため、職員数を増加したこと等が挙げられます。 

なお、改革実施前（平成１３年度）と比較すると、経営評価対象団体の事業活動

収入の総額は約２６．４億円増加しており、人件費の総額は約３０．７億円減少し

ています。 

また、人件費率については改革実施前（平成１３年度）の８．８％から、５．２％

と３．６ポイント減少しています。 

人件費の総額の減少は、常勤役職員数の削減等に伴う減及び平成２２年度に県派

遣職員に対する給与支給方法を見直したことに伴う減によるものです。 
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ウ 県からの財政支出の状況 

（単位：百万円）

126 304 178

貸付金 9,153
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559 235
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H30 増減（対H29）
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【県からの財政支出の状況】 

経営評価対象団体に対する財政支出については、事業の政策的必要性の点検評価

や、団体の努力による収入増などにより、歳出抑制に努めているところです。 

加えて、団体に対して過年度に支出した出資金や貸付金についても、計画的に返

戻・返還を実施しています。 

一方、団体が実施する新産業の創出や社会基盤整備など重要な事業については、

必要な予算措置を行っており、平成３０年度の県財政支出は、前年度と比べ約  

６億円増加しています。 

 

（増減の主なもの） 

出資金及び貸付金の増は、福岡北九州高速道路公社における都市高速道路の整備

事業の資金である県出資金及び県貸付金の増加によるもの。 

補助・負担金、委託料の増は、下水道管理センターにおける処理単価の増に伴う

県委託料の増加などによるもの。 
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２ 公社等外郭団体経営状況 

決算分析の対象とした公社等外郭団体の決算の概況は、以下のとおりです。 

 

（１）当期損益 

公益法人・社会福祉法人は正味財産が増加した団体を黒字、減少した団体を

赤字としています。株式会社及び特別法人は当期利益（損失）としています。

ただし、地方道路公社は、償還準備金繰入前損益としています。 

（単位：団体数）
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   単年度収支が黒字の団体は、１２団体となっています。 

 

 

（２）累積損益 

 

（単位：百万円）

H29 H30年度 H13

18,744 18,685

欠損金
団体数 3

17,404 18,134

21
金額 15,270

21 21 21 21
剰余金

団体数 32

▲ 2,365 ▲ 2,512金額 ▲ 945

2 2 2

▲ 1,640 ▲ 1,862 ▲ 2,143

2 2
18,363

H26 H27 H28

 

※特別法人・株式会社 ：剰余金又は繰越欠損金

※公益法人・社会福祉法人 ：「正味財産合計」－「基本金等の額」（新公益法人会計基準採用年度以降は「一般正味財産の額」－「基本財産への充当額」）

（注）表示単位未満四捨五入の関係で、数式による算出値と表示が一致しない場合がある。

（注）剰余（欠損）金がない団体は表中に含まない。  

 

剰余金を有する団体は２１団体で、改革実施前（平成１３年度）と比較すると、団

体の統廃合等の影響により１１団体減少しています。 

一方、欠損金を有する団体は２団体となっております。 
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欠損金を有する団体の決算状況 

（単位：千円）

H29末 H30末 H28 H29 H30
▲ 44,516

（公財）福岡県教育文化奨学財団 ▲ 1,999,227 ▲ 2,221,275 ▲ 2,323,535 ▲ 305,878 ▲ 221,886 ▲ 102,098
平成筑豊鉄道（株） ▲ 143,325 ▲ 143,856 ▲ 188,372 25,203 ▲ 531

団体名
直近３年間の累積損益の状況 〔参考〕直近３年間の単年度収支（損益）の状況

H28末

 

 

○ 「平成筑豊鉄道（株）」は、平成２６年３月に策定した経営改善のためのアク

ションプランに基づき、利用促進強化に取り組んでおり、平成２７年度に４期ぶ

りに単年度黒字を計上、平成２８年度も当期純利益を拡大しましたが、豪雨災害

の影響（旅客運賃の減収や代行バスの委託など）による営業費用の増により、平

成３０年度は赤字決算となっています。 

  引き続き、観光列車事業等新たな収入源の確保に努めるとともに、更なる経費

圧縮に取り組み、収支改善を図ることが必要です。 

 

○ 「（公財）福岡県教育文化奨学財団」は、貸倒引当金について、平成２５年度

に債権区分ごとに引当率を設定し、貸付先の回収可能性を勘案した算定方法に改

めたため、１２億円余りの経常外費用を計上しました。それ以降、一般正味財産

期末残高は赤字になっていますが、指定正味財産期末残高を合算した法人全体の

正味財産期末残高は黒字となっており、法人の運営上は差し支えありません。 

 

 

３ 中期経営計画における改善目標の達成状況 

平成２９年度に策定した中期経営計画における改善目標について、各団体の達成

状況は、団体毎の経営評価シートをご参照ください。 

 

 


